
�．緒 言

近年，高齢者の下肢筋力を簡便に評価する方法とし

て，座位で定量的に下肢筋力を測定できる『座位での

下肢荷重力測定法（以下，下肢荷重力測定法）』（村田

ら２００５a，b）が行われるようになった。下肢荷重力

測定法は，村田ら（２００５a）によって考案され，その

信頼性と妥当性が報告されている。下肢荷重力測定法

の信頼性について，介護老人保健施設に入所中の高齢

者を対象とした研究（村田ら２００５a）では，下肢荷重

力の良好な再現性（Intraclass Correlation coefficient，

以下 ICC：０．８２３）が報告されている。また，脳卒中

片麻痺患者を対象とした研究（村田ら２００５b，大田尾

ら２００９）においても ICC＝０．８５５～０．９７７と高い再現

性があることが明らかにされている。さらに，介護老

人保健施設に入所している高齢者から測定された下肢

荷重力は，日常生活活動（Activities of Daily Living:
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大腿骨頚部骨折
（8例）

脳梗塞
（7例）

膝関節内骨折
（4例）

パーキンソン病
（3例）

廃用症候群
（3例）

胸腰椎圧迫骨折
（2例）

脊髄損傷
（1例）

脳動脈瘤クリッピング術後（1例）

ADL）能力や歩行速度と正の相関を示し，併存的妥

当性が認められている（村田ら２００５b）。このほか，

脳卒中片麻痺患者および運動器疾患を有する高齢者で

は，歩行，立位保持，立ち上がり，移乗動作の能力が

高いほど下肢荷重力は高い値を示し，各動作の可否判

定の指標となることが示唆されている（村田ら２００５b，

村田ら２００８，大田尾ら２００７，原ら２００９a）。また原

ら（２００９b）は，入院あるいは外来受診している障害

高齢者を対象に，下肢荷重力測定前後の血圧変動につ

いて検討した結果，有意な血圧上昇は認められなかっ

たことを報告しており，下肢荷重力測定法は低リスク

で実用性の高い評価方法であることが示されている。

しかしながら，先行研究における対象者は，脳卒中

片麻痺や大腿骨頸部骨折など単一の疾患のみを有する

患者や，麻痺や変形などの特徴的な障害のない虚弱高

齢者を対象としたものに限定されている。また，対象

者の多くは在宅で生活を営んでいる維持期の高齢者で

あり，先行研究の結果が入院中の回復過程にある患者

で，疾患を統一せずに様々な疾患を有する高齢者に該

当するか否かについては検討されていない。

そこで本研究は，入院中の回復過程にある様々な疾

患を有する患者を対象としても，下肢荷重力測定法が

下肢機能を反映する有用な評価法となるか否かについ

て検討した。

�．対象と方法
１．対 象

図１に対象者の疾患内訳を示した。A病院に入院し

ている脳梗塞７名，パーキンソン病３名，胸腰椎圧迫

骨折２名，大腿骨骨折８名，膝関節内骨折４名，脳動

脈瘤クリッピング術後１名，脊髄損傷１名，廃用症候

群３名の計２９名（男性１１名，女性１８名）を対象とした。

対象者の平均年齢は７９．８±８．６歳（平均±標準偏差）

であり，発症日から測定日までの期間は平均１２２．９±

１６５．６日（脳卒中１３０．０±７２．５日，パーキンソン病４２０．０

±３５８．１日，整形疾患６０．５±２９．０日，脊髄損傷７５．０日，

廃用症候群１１２．６±１０６．９日）であった。また対象者の

認知機能は，Mini-Mental State Examination（MMSE）

で２６．０±４．１点であり，対象者のすべてにおいて，測

定に支障を来たすほどの重度な認知症はなかった。な

お，対象者には研究の目的や方法を十分に説明し，同

意を得て行った。

２．方 法

測定は下肢荷重力のほか，身体機能の測定項目とし

て，大腿四頭筋筋力，足把持力，Timed Up and Go test

（TUG）を評価した。また ADL能力は，実際の臨床

場面や研究でもっとも使用頻度が高い Functional Inde-

pendence Measure（FIM）（園田ら２００１）のうち，運

動に関する FIM motor sub scores（FIM-M）（Granger CV

et al１９９３，辻ら１９９６）を評価した。

下肢荷重力の測定は，村田ら（２００５a）の方法を参

考に測定した。測定肢位は，プラットホーム（高さ４５

�）に端坐位をとり，足底に体重計を置いた状態で治
療台端と膝窩部間を拳一個分空ける。測定開始の合図

とともに，下肢で体重計を垂直方向に最大努力下で５

秒間押してもらった。その際，体幹の矢状面および前

額面での動きは制限せず，体重計を押し易い姿勢をと

らせたが，殿部をプラットホームから離さないように

留意した。測定は左右２回ずつ行い，その最大値の合

計を下肢荷重力（�）とし，体重比百分率（％）に換
算して分析した。

大腿四頭筋筋力の測定には，ハンドヘルドダイナモ

メーター（アニマ社製等尺性筋力測定装置μTas F‐

１）を用いた。測定は加藤ら（２００１）に従い，被験者

を端坐位，膝関節９０度屈曲位とし，ハンドヘルドダイ

ナモメーターのセンサーパッドを下腿遠位部に設置し

て測定した。なお，再現性を高めるためにセンサーパッ

ドをベルトで固定し，測定時に殿部が治療台から浮か

ないように留意した。測定は左右を２回測定して，そ

の最大値（�）の合計を体重比百分率（％）に換算し
て分析した。

足把持力の測定には，足指筋力測定器（竹井機器工図１ 対象者の疾患内訳
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業製）を用いた。測定は，被験者の測定姿位を端座位，

膝関節を９０度屈曲した状態で実施した。測定に際して，

把持バーを足趾でしっかりと把持できることを確認し

た。測定は，測定方法を十分に習得させた後，左右２

回ずつ測定し，その最大値（�）の合計を採用し，体
重比百分率（％）に換算して分析した。

TUGは，高さ４０�の肘掛けのないパイプ椅子に腰
掛けた姿勢から，３�前方のポールを回って着座する
までの時間をデジタルストップウォッチで計測した。

測定は２回連続して行い，その最短時間（秒）を代表

値とした。原法（Podsiadlo & Richardson１９９１）では

「楽な速さ」で歩行するが，本研究では最大努力で行っ

てもらい，測定時の心理状態や教示の解釈の違いによ

る影響（島田ら２００６）を排除した。

FIM-Mはセルフケア６項目（得点範囲：６～４２点），

排泄管理２項目（得点範囲：２～１４点），移乗３項目

（得点範囲：３～２１点），移動２項目（得点範囲：２

～１４点）の４つの下位項目に分類され，その合計得点

範囲は１３～９１点である。

統計処理は，対象者２９名の下肢荷重力と身体機能評

価項目（大腿四頭筋筋力，足把持力，TUG），ADL能

力評価項目（FIM-M）との関連を Spearmanの順位相

関係数を用いて検討した。なお，測定項目のうち TUG

は７名が自立歩行困難であったため，測定可能であっ

た２２名を解析対象とした。統計解析には，SPSS version

１９．０ for Windowsを用い，有意水準を５％とした。

�．結 果

表１に各測定項目の中央値（四分位），表２に下肢

荷重力とその他の測定項目との相関係数を示した。そ

の結果，下肢荷重力と有意（p＜０．０５）な相関が認め

られたのは FIM-Mのみであり，相関係数は０．３８であっ

た。一方，大腿四頭筋筋力，足把持力，TUGとは有

意な相関は認められなかった。

�．考 察

本研究は，様々な疾患を有する患者を対象に，下肢

荷重力と下肢筋力や歩行能力，ならびに ADL能力と

の関連から，下肢荷重力測定法が下肢機能を総合的に

評価できる評価法であるか否かについて検討した。そ

の結果，下肢荷重力は ADL能力の指標である FIM-M

との間に弱い相関が認められた。一方，下肢筋力や歩

行能力とは有意な相関が認められなかった。

下肢荷重力と ADL能力との関係について，障害高

齢者（村田ら２００５a）や脳卒中片麻痺患者（村田ら

２００５b）を対象とした研究において，Barthel indexや

FIMとの間に有意な正の相関が認められている。こ

れまでに，下肢荷重力は下肢筋力のみならず，体幹機

能も反映し，下肢ならびに体幹機能を総合的に評価で

きる（村田ら２００６）ことが報告されている。本研究

で検討した FIM-Mは，食事や整容，清拭，更衣（上・

下半身）などのセルフケア，ベッドやトイレなどの移

乗動作，歩行や階段昇降などの移動動作，排尿と排便

の排泄動作から構成され，排泄動作以外は上下肢なら

びに体幹機能が要求される。これらのことから，下肢

ならびに体幹機能を総合的に評価できる下肢荷重力と

FIM-Mとの間に有意な相関が認められたことは，妥

当な結果と考えられる。

一方，下肢荷重力と下肢筋力との間に有意な相関は

認められなかった。先行研究において，下肢荷重力は

虚弱高齢者（村田ら２００５a）や脳卒中片麻痺患者（村

田ら２００５b）の下肢筋力や歩行速度，ADL能力，座

位保持能力との関係が報告さ

れている。また，筋電図を用

いた研究（村田ら２００７）で

は，下肢荷重力に対する大腿

四頭筋の貢献度が高いことが

明らかにされており，本研究

とは矛盾する結果となった。

この理由について，本研究で

は明らかにできないが，つぎ

表１ 各測定値の中央値（四分位）n＝２９

中央値 四分位

下肢荷重力 （％） ６３．８ （５０．８‐７０．０）
大腿四頭筋筋力 （％） ６３．０ （４８．５‐７１．２）
足把持力 （％） ２３．２ （１３．０‐３０．３）
TUG （秒） １１．５ （８．４‐１７．０）
FIM-M （点） ７９．０ （７０．０‐８６．０）

※TUGは測定可能であった２２人を解析対象とした
TUG : Timed Up and Go test
FIM-M : Functional Independence Measure motor sub scores

表２ 各測定値の相関係数

下肢荷重力 大腿四頭筋筋力 足把持力 TUG

大腿四頭筋筋力 ０．３７
足把持力 ０．０１ ０．２０
TUG －０．２７ －０．４３ －０．４６＊

FIM-M ０．３８＊ ０．４８＊ ０．３２ －０．４４＊

＊p＜０．０５
※TUGは測定可能であった２２人を解析対象とした
TUG : Timed Up and Go test
FIM-M : Functional Independence Measure motor sub scores
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のことが推察される。下肢荷重力測定法は，端座位で

足底部に設置した体重計を，前方への重心移動を伴い

ながら垂直方向に押すことで計測される。そのため，

脊椎後彎姿勢を呈するものは，測定時に前方への重心

移動をスムーズに行えないことが予測される。小林ら

（２０００，２００１）は，加齢による脊柱アライメント変化

の主体は腰椎前彎の減少であることを明らかにしてい

る。本被験者の平均年齢は７９．８±８．６歳と高齢である

ことから，脊椎後彎姿勢になることで，下肢荷重力と

下肢筋力に有意な相関が認められなかったのではない

かと推察した。

また，本研究は入院中の回復過程にある様々な疾患

を有する患者を対象としている。パーキンソン病患者

の場合，健常者に比べ重心の前方移動が有意に少なく，

重心位置が後方へ偏移すること（井上１９９２）が報告

されている。さらに，姿勢保持能力も健常者と比べ有

意に低下することが報告されている（武岡１９９５）こ

とから，パーキンソン病患者では，測定時に前方への

重心移動をスムーズに行えなかったのではないかと推

察した。また本被験者のうち，対象者を整形疾患のみ

に限定した場合，発症からの期間は平均して６０．５日で

ある。動物実験において，恐怖（痛みなどを伴う嫌悪

刺激）を与えられた動物は，その場所あるいは痛みの

前に経験した刺激を長期間にわたって記憶している

（山口ら２００７）ことが報告されている。骨折や外傷

による痛みや痺れ，手術による疼痛の経験は，再受傷

への不安や恐怖を一層高め，日常生活における動作能

力の低下を加速させることは，これまでにも繰り返し

報告されており，本被験者においても，発症からの日

が浅く，下肢荷重に対して不安や恐怖心の影響は拭い

きれない。さらに，これまで脳卒中片麻痺を対象とし

た研究（村田ら２００５b，２００８，大田尾ら２００７，２００９）

の多くは，在宅で生活をしている維持期の脳卒中片麻

痺の高齢者を対象としている。Verheydenら（２００６）は，

脳卒中発症後に体幹機能が著しく低下することを報告

している。片麻痺の機能回復については，発症後２～

３ヶ月で停止するという反面，６ヶ月以降も回復しう

るという報告があり，おおよそ６ヶ月以内に回復が固

定するという報告が多い。江連ら（２０１０）は，片麻痺

患者を対象とした研究において，ADL能力と体幹機

能との関連が強いことを報告している。ここで評価に

用いた臨床的体幹機能検査（Functional Assessment for

Control of Trunk: FACT）（奥田ら２００６）は，体幹の安

定性や選択運動，重心移動制御や協調性をみるための

ものである。本被験者のうち疾患を脳卒中に限定した

ところ，発症から１３０．０±７２．５日経過しており，本被

験者のように回復期段階にある脳卒中片麻痺患者を対

象とした場合，体幹機能の回復が固定されておらず，

体幹の重心移動制御能力が低く，下肢荷重力に反映さ

れなかったのではないかと推察した。

また下肢荷重力と歩行能力との間に有意な相関は認

められなかった。村田ら（２０１０）は，虚弱高齢者の下

肢機能を反映する指標として，TUGよりも５�歩行
速度の方が下肢機能との関連が強いことを報告してい

る。本研究で用いた TUGは，歩行に加えて起立と着

座や方向転換を含んだ動作であるため，歩行能力の評

価のみならず，実際の日常生活場面に近い条件での動

的バランス評価指標としても用いられている（對馬ら

２００９）。本被験者は，入院中の回復過程にあり，疾患

を統一せずに様々な疾患を有する患者であるため，

TUGにおける歩行以外の起立・方向転換・着座など

の運動の難易度が高過ぎたのではないかと推察した。

これらの知見より，下肢荷重力が強い患者ほど ADL

能力が高いことが示された。すなわち，入院中の回復

過程にある様々な疾患を有する患者を対象とした場合，

下肢荷重力測定法は下肢機能を反映する有用な評価法

とはなり得ない可能性が示された。ただし，先行研究１‐７）

のように，対象者を脳卒中片麻痺や大腿骨頸部骨折な

ど，単一の疾患のみを有する患者や，虚弱高齢者に限

定すれば，下肢荷重力測定法は下肢機能を反映する有

用な評価法となることから，今後はその適応基準と限

界を明らかにする必要性が示唆された。
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